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1．進まない温暖化対策とジオエンジニアリング 

 地球温暖化が問題視されて久しい。昨今の世界全体における異常気象は、地球温暖化によるものではないかと

言われており、単一国の政策だけではなく、ワールドワイドな活動として各国も注力している。京都議定書やパリ

協定などが、その代表例である。両協定では、各国が温室効果ガス削減に向けた具体的な数値目標を設定し、対策

に取り組んできた。またSDGs[1]（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）においても、ゴール

7（エネルギーをみんなに そしてクリーンに）やゴール13（気候変動に具体的な対策を）で環境問題への目標を

謳っている。しかし、対策の結果はむなしく、地球温暖化最大の要因と言われている二酸化炭素排出量は、世界全

体で増加傾向にある。2030 年の予測では、1990 年の1.7 倍以上と大幅な増加となる見込みであり（図1）、各国

が有効な対策を打ち出せているとは、決して言えない状況である。 

 

図1 世界のエネルギー起源CO2排出量の推移 *経済産業省資料[2]より、VALUENEX株式会社作成 

 
 そんな中、近年注目を浴びているのが「ジオエンジニアリング」と呼ばれるものである。皆様はご存じであろう

か。ジオエンジニアリングとは、気候工学、気象工学とも呼ばれ、欧米を中心に研究が進んでいる「人為的な気候

変動の対策として行う意図的な惑星環境の大規模改変」である[3]。もう少し具体的に言い換えるのであれば、世間

で良く知られている環境対策は、「温室効果ガスの排出を少なくする」といった川上にある対策であるが、ジオエ

ンジニアリングは、二酸化炭素の排出量を減らさずとも、出してしまった二酸化炭素を回収し、二次利用したり

（CCUS: Carbon dioxide Capture,Utilization and Storage[4]）、地球に届く太陽光を遮ってしまい、地球を冷却す

る（太陽放射管理）、といった川下の環境対策と言える。 
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2．ジオエンジニアリングを構成する 2つの概念「CCUS」と「太陽放射管理」を母集団に 

ジオエンジニアリングを構成している大きく2つの概念に、前項で少し触れたが「CCUS」と「太陽放射管理」

というものがある。そこで本解析では、それら 2 つの概念を構成する技術の把握とトレンドを紐解くことを目的

とする。 
まず母集団設定であるが、細かい要素技術を拾えるよう、特許データベースであるパナソニックソリューショ

ンテクノロジー株式会社のPatentSQUARE を利用し、図2のような検索式を作成した。抽出された5,069件の

特許から一度俯瞰図を作成し、明らかにノイズと思われる（本書では、ある特定の個人出願人が、約 100 件出願

していた）特許を除外した4,958件を母集団として、解析を進めた。 
 

 

図2 本解析母集団 *ノイズ除去前 

 
3．全体件数はピークアウトも、領域別件数では増加傾向にある技術も 

 下図は、ノイズ除去後の俯瞰図および特許件数のグラフである。まず今回の俯瞰図を構成する各領域について

見ていくと、化学吸収法や物理吸着法、膜分離法といった二酸化炭素を吸収および回収、分離する方法に関する

技術を中心として、周りにそれら方法に用いられる装置に関した技術が位置している。一方、吸収などをした

後、「二酸化炭素を地中に貯留する」といった回収後の処置に関する技術や「二酸化炭素削減フィルム」といっ

た二酸化炭素の排出を抑制する技術（CCUSの定義とは、別の技術である可能性がある）は、俯瞰図の上部に位

置している。 
続いて、全体の特許件数を見ると、2011年の639件をピークに、減少～横ばいへ転じているのが見て取れ

る。 
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図3 全体俯瞰図および件数推移 

 
一方、各領域別に特許件数を集計した図4を見てみると、全体と同じようにほとんどの技術領域で件数が減少

傾向もしくは横ばいになっているが、「二酸化炭素削減フィルム」や「二酸化炭素還元用電極」が若干の増加傾

向にあることがわかる。 
 

 
図4-1 方法に関する領域の件数推移 



 

 

4 

©2020 VALUENEX Japan Inc. 

（2020.10.7 配信） 

 
図4-2 装置に関する領域の件数推移 

 

 
図4-3 方法・装置混在領域の件数推移 

 



 

 

5 

©2020 VALUENEX Japan Inc. 

（2020.10.7 配信） 

 
図4-4 その他の領域件数推移 

 
 もう少し視点を変えて各領域を読み解いてみる。図5は、X軸に各領域の出願人数、Y軸に各領域の件数割

合、バブルの大きさに各領域の特許件数を表したものである。領域全体における、直近件数の割合は赤線で示し

た35.2%となっている。これにより①全体よりも上に位置する技術は、近年の開発が盛んなことが示唆される。

加えて、②出願人数が全領域平均よりも多い領域（45.5社or人）は、様々な企業が目を付けている、③出願数

が各領域の平均値よりも少ない領域（108.7件）は、今後も件数が伸びていく可能性がある領域である。ここ

で、①～③の条件を満たす領域を抽出したところ「二酸化炭素濃縮装置」のみ該当した。今回の指標はあくまで

仮であるため、断定はできないが、今後、有望な領域となる可能性は十分あると思われる。 

 

図5 領域別バブルチャート 
 

4．太陽放射管理技術は未踏の領域か  

 太陽放射管理に関する技術も母集団として設定したが、前項までには技術を確認できなかった。そこで、粗い検

索条件ではあるが、「地球」「気象」「雲」という特徴語をOR条件で繋ぎハイライトした俯瞰図から技術がどこに

分布しているのか確認した（図6）。また図6上で代表的な技術を例示した。 
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分布を見ていくと、ほとんどの技術が俯瞰図の中心から離れており、複数の文献が集まっている状態ではなく、

散らばっている。このことから技術として、まだ未成熟であり、代表的なプレイヤーがいないことが示唆される。 
 

 

図6 太陽放射に関する技術分布と一例 

 

5．今後も注目すべきジオエンジニアリング 

本解析により、ジオエンジニアリングを構成している技術の全体像を把握した。概観として、技術は減少傾向で

あること、また「太陽放射管理」に関する技術は、まだ件数が少なく、発展の余地があることが示唆された。 

「太陽放射管理」は、意図的に地球を冷却することができるため、扱いを間違えると地球環境に悪い影響を与え

てしまう危険性も有る。一方、この技術を開発しうまく利用することができれば、密接に関わる SDGs のゴール

13の市場規模が、334兆円とも言われている[5]（ゴール7も合わせれば、1,000兆円を超える市場となる）ことか

らも、市場価値としてかなり高い技術となる可能性がある。環境対策をしながら、経済、技術発展をしていくこと

は企業、国の持続的な活動にとって重要な意味を持つことからもジオエンジニアリングは、注目すべき概念と言

えよう。 

地球環境への効果と影響・リスクをしっかりと見極め、人類にとっても、地球にとっても、真に必要な環境対

策・技術開発を進めていくことを願って、本書の結びとさせていただく。 
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